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令和８年度 健康・生活衛生局の概算要求の概要 

 

 

 令和８年度概算要求額             ４，４００億円 

一般会計（厚生労働省計上）           ４，３６９億円 

   一般会計（デジタル庁計上）              ３１億円 

 東日本大震災復興特別会計（復興庁計上）       ２４百万円 

 

 

 

＜経費別内訳＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）各計数において、端数を四捨五入しているため、合計額と一致しない場合がある。 



  

＜対策別内訳＞ 

 

 
 

 

＜上段：他部局計上分含む　下段：健康・生活衛生局計上分＞ （単位：億円）
令和７年度 令和８年度

予算額 概算要求額

全 体 分 66 103
健康・生活衛生局 48 79

全 体 分 342 383
健康・生活衛生局 189 204

全 体 分 44 51
健康・生活衛生局 31 32

全 体 分 9.5 11
健康・生活衛生局 2.2 2.1

全 体 分 2.0 3.3
健康・生活衛生局 0.6 1.4

全 体 分 162 167
健康・生活衛生局 126 124

全 体 分 1,181 1,181
健康・生活衛生局 1,181 1,181

全 体 分 1,623 1,692
健康・生活衛生局 1,520 1,571

全 体 分 347 372
健康・生活衛生局 37 40

全 体 分 2.6 2.8
健康・生活衛生局 1.2 1.3

全 体 分 38 50
健康・生活衛生局 37 49

全 体 分 1,097 1,088
健康・生活衛生局 1,097 1,088

全 体 分 42 53
健康・生活衛生局 42 53

全 体 分 16 21
健康・生活衛生局 9.4 14

※対策間で重複計上があるため、各対策の合計と全体の予算額は一致しない。
※東日本大震災復興特別会計（復興庁計上）及びデジタル庁一括計上分を含む。

５．慢性腎臓病（ＣＫＤ）対策

事　　項

１．健康増進対策
  （地域保健対策含む。）

２．がん対策

３．循環器病対策

４．リウマチ・アレルギー対策

12.原爆被爆者等の援護

13.生活衛生関係営業の活性化や振興など

14.食の安全・安心の確保

６．肝炎対策

７．Ｂ型肝炎訴訟の給付金などの支給

８．難病、小児慢性特定疾病対策

９．ハンセン病問題対策

10.慢性疼痛対策

11.移植医療対策
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１ 健康増進対策（地域保健対策含む。） １０３億円（６６億円） 

 

  人生１００年時代の基盤である「健康」の維持・増進を図るため、令和６年度より「二十

一世紀における 第三次国民健康づくり運動（健康日本 ２１（第三次）」を開始し、健康寿

命の更なる延伸に向けて、健康づくり・生活習慣病の予防・栄養対策等の取り組みを進めて

いく。 

 

 

（１）健康づくり・生活習慣病対策・栄養対策等の推進 
６４億円（３７億円) 

  壮年期からの健康づくりや脳卒中・心臓病等の生活習慣病の予防・早期発見等のため、健

康増進法に基づき市町村等が実施する各種事業の支援等を行う。 

 （主な事業） 

 ・健康増進事業（肝炎対策を除く）                    １４億円 

  健康増進法に基づいて市町村等が実施する健康増進事業（健康教育、健康相談、健

康診査（骨粗鬆症検診、歯周疾患検診等を含む）、訪問指導等）を実施する。 

 （補助先）都道府県（間接補助先：市町村）、指定都市 

（補助率）都道府県（１／２）、指定都市（１／３） 

 

 ・スマート・ライフ・プロジェクトの推進                １．８億円 

  運動、食生活、禁煙、健診・検診の受診、睡眠、女性の健康増進等に資する活動に

取り組む企業・団体・自治体を支援するスマート・ライフ・プロジェクトを通じて、生

活習慣病の予防や健康づくりの取組を国民に浸透させ、生活習慣改善に向けた行動変容

の動機付けを促進する。 

   （委託先）民間団体 

 

○新・自治体検診 DX 推進等事業                        ２４億円 

医療 DX の推進のため、自治体検診情報の医療機関等への電子的共有や自治体検診情

報データベースの構築に向けた、自治体検診事務のデジタル化に向けた先行実証を行う

とともに、本格運用に向けた業務要件定義とシステム要件定義等を行う。 

（委託先）民間団体 

 

○新・女性の健康に関する連携体制構築事業                 １．７億円 

女性の健康総合センターを中心として、女性の健康支援に関する関係者（医療関係団

体、厚生労働科学研究班等）と連携し、自治体における相談支援員養成支援や関係者で

構成する協議会の開催支援等を通じて、自治体が提供する相談事業を充実させるととも

に、関係機関が連携して適切な受診勧奨を含めた「女性の健康に関する連携体制」を構

築し、複数地域で展開する。 

（委託先）民間団体 

 

 

 

（２）地域保健対策の推進           １１億円（９．８億円） 

  地域住民の健康の保持及び増進並びに地域住民が安心して暮らせる地域社会の実現を目指 

した地域保健対策を総合的に推進する。 

（主な事業） 
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 ・地域健康危機管理体制の強化                     ４.２億円 

 IHEAT※の体制の整備や要員に対する研修等や保健所および地方衛生研究所等の実践

的な訓練などを実施する。 

※アイヒート（Infectious disease Health Emergency Assistance Team）：健康危機

発生時に地域における保健師等の専門職（保健師、医師、看護師、管理栄養士等）が保

健所等の業務を支援する仕組み  

（補助先）都道府県、保健所設置市、特別区 

（補助率）１／２ 

 

○新・保健所における健康危機対処計画（オールハザード想定）策定支援事業  ６１百万円 

地域保健基本指針および地域健康危機管理ガイドラインの改正を踏まえた健康危機対

処計画（オールハザード想定）の策定を行うため、モデル保健所の伴走支援や策定のプ

ロセス、フォーマットの横展開等を実施する。 

（委託先）民間団体 

 

○新・2040 年を見据えた小規模自治体等における保健師確保・人材育成に対するモデル事業 

 ６２百万円 

自治体保健師の人材確保のため、経験者向け人材育成として事前学習プログラムの作

成や定着・育成に必要なモデル事業を実施し、また、著しく人材確保が困難な市町村に

対する都道府県からの保健師派遣を行うモデル事業を実施する。 

（委託先）民間団体 

 

 

 

（３）生活習慣病予防及び女性の健康の包括的支援に関する 

   研究などの推進              ２８億円（１９億円） 
  生活習慣病の予防、診断及び治療に係る研究や、女性の健康の包括的支援に関する研究

等を推進する。また、国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基礎資料とするため、

健康増進法に基づき国民健康・栄養調査を実施する。 
 

 （主な事業） 

・循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業（厚生科学課計上） ８．７億円 

・循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策実用化研究事業（厚生科学課計上） １０億円 

○拡・国民健康・栄養調査委託費等                    ４．３億円 

公的統計のデジタル化の推進のため、令和８年度から国民健康・栄養調査のオンライ

ンシステムの開発を行う。 

（補助先）国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 

（補助率）定額 
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２ がん対策             ３８３億円（３４２億円） 
 

  「第４期がん対策推進基本計画」に基づき、「がん予防」、「がん医療」、「がんとの共

生」の三つを柱とした施策を実施し、がん対策の一層の推進を図る。 

 

 

（１）がん予防               １４９億円（１４０億円） 
 

がんを早期に発見し、がんによる死亡者を減少させるため、がん検診受診率や精密検査

受診率の向上を図るとともに、より効果的・効率的ながん検診の実施を推進する。 

 

 （主な事業） 

  ・新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業             １６億円 

がん検診受診率向上に効果の大きい個別の受診勧奨・再勧奨を、引き続き実施する

とともに、子宮頸がん検診・乳がん検診の初年度の受診対象者（子宮頸がん検診：20

歳の女性、乳がん検診：40 歳の女性）にクーポン券及び検診手帳を配布する。また、

精密検査受診率向上のため、精密検査未受診者に対する受診再勧奨を実施する。 

（補助先）市区町村 

（補助率）１／２ 

 

 ○新・重喫煙者に対する低線量 CT による肺がん検診実証事業          １．３億円 

令和７年４月に肺がん検診に係る国立がん研究センターのガイドラインが更新され、

重喫煙者に対する低線量 CT による肺がん検診の実施が推奨されたことを踏まえ、検診

の円滑な導入を目的として、一部の自治体において試行的に検診を実施する。 

（委託先）民間団体 

（補助先）市区町村 

（補助率）定額 

 

 

 

（２）がん医療               ２１４億円（１８３億円） 

 

がん医療の実用化に資する研究等を推進し、がん医療の充実を図る。 

 （主な事業） 

・小児・AYA 世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究促進事業       １０億円 

小児・AYA 世代のがん患者等の妊孕性温存療法及び温存後生殖補助医療に係る費用

負担の軽減を図りつつ、患者から臨床情報等を収集し、妊孕性温存療法及び温存後生殖

補助医療の研究を促進するための事業を実施する。 

（補助先）都道府県 

（補助率）１／２ 

 

○新・がん医療提供体制の均てん化・集約化に関する事業           ６０百万円 

都道府県及び都道府県がん診療連携拠点病院が事務局を務める都道府県がん診療連携

協議会が行う都道府県内のがん医療の均てん化・集約化に関する議論等を推進する。 

（補助先）都道府県がん診療連携拠点病院 

（補助率）定額、１／２ 
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○拡・全国がん登録におけるシステムの機能強化               ４．４億円 

全国がん登録のシステム等について、被保険者番号から生成した ID を出力すること

で、システム内のデータの照合を効率的に行えるようにするためのシステム改修等を行

う。 

（委託先）国立研究開発法人国立がん研究センター 

 

○拡・がんゲノム情報レポジトリーシステムの機能強化            ７．３億円 

「がんゲノム情報レポジトリーシステム」について、 

・新たに保険適用となるパネル検査※１の追加による検査件数の増加 

・エキスパートパネルの標準化※２ 

に対応するためのシステム改修を行う。 

※１ がん遺伝子パネル検査：遺伝子変異を一度に数十から数百解析し、抗がん剤

等の治療薬の選択に役立てる検査。 

※２ エキスパートパネルの標準化：エキスパートパネルとは、がん遺伝子パネル

検査で得られた結果を医学的に解釈するための会議。なお、標準化により、こ

の会議について一部省略する方向性となっている。  

（補助先）がんゲノム情報管理センター 

（補助率）定額 

 

・革新的がん医療実用化研究事業等（※厚生科学課計上）       １０５億円 

ライフステージやがんの特性に着目した研究（小児・ＡＹＡ世代（思春期世代と若

年成人世代）のがん、高齢者のがん、難治性がん、希少がんなど）、がんの予防法や早

期発見手法に関する研究などを重点的に推進する。また、「全ゲノム解析等実行計画

2022」に基づき、がんの全ゲノム解析等を通じてゲノム医療を一層推進する。 

 

 

 

（３）がんとの共生               ２１億円（１９億円） 

 

  がんになっても自分らしく生きることができる共生社会を実現するため、アピアランスケ

アなど、がんとの共生に向けた支援の強化を図る。 

 

  

○新・アピアランスケアにかかる体制整備支援事業                 ６０百万円 

都道府県がん診療連携拠点病院において医療機関内でのアピアランスケアを実施する

ための検討体制を整備、都道府県内での研修内容の検討を行った上で、地域がん診療連

携拠点病院等へのアピアランスケアの実施に関する研修を行う。 

（補助先）都道府県がん診療連携拠点病院 

（補助率）定額、１／２ 
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３ 循環器病対策             ５１億円（４４億円） 

 

  「第２期循環器病対策推進基本計画」に基づき、都道府県が進める地域の特性に応じた

脳卒中や心臓病等の循環器病対策の取組を支援するとともに、循環器病の診療情報の収集

・活用に向けた調査・検討や都道府県内の循環器病対策の中心的な役割を担う脳卒中・心

臓病等総合支援センターの連携構築に向けた支援、循環器病の病態解明や予防、診断、治

療、リハビリテーション等に資する研究開発など、循環器病対策の総合的な推進を図る。 

 

 （主な事業） 

 ・脳卒中・心臓病等特別対策事業                    ３．１億円 

  各都道府県が作成する「都道府県循環器病対策推進計画」に基づき、都道府県が進め

る地域の特性に応じた啓発活動や脳卒中・心臓病等総合支援センターと連携した循環器

病患者の包括的な支援体制の構築等に対する支援を行う。 

   （補助先）都道府県 

   （補助率）１／２ 

 

 ○新・脳卒中・心臓病等の対策に係る総合推進事業費             ２．０億円 

    我が国の循環器病対策の中核的な組織である国立循環器病研究センターにおいて、循

環器病の診療情報の収集・活用に向けた調査・検討、脳卒中・心臓病等総合支援センタ

ーの連携構築に向けた支援、循環器病に関する科学的根拠に基づく情報発信、第２期循

環器病対策推進基本計画の進捗管理等を総合的に実施する。 

   （補助先）国立研究開発法人国立循環器病研究センター 

   （補助率）定額 

 

  ・循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策実用化研究事業等（※厚生科学課計上） 

１９億円 

循環器病の病態解明、新たな治療法や診断技術の開発、リハビリテーション等の予

後の改善、ＱＯＬ向上等に資する方法の開発、個人の発症リスク評価や予防法の開発等

に関する研究を推進するとともに、科学的根拠に基づいた政策立案に資する研究を推進

する。 
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４ リウマチ・アレルギー対策      １１億円（９．５億円） 

 

  リウマチ・アレルギー対策の推進のため、地域の実情に応じた対策を推進するための都道

府県等に対する支援、治療と仕事の両立支援、患者やその家族の悩み・不安に対応するため

の相談員の資質の向上、治療法の開発や医療の標準化に資する研究の推進等を図る。 

また、アレルギー対策については、アレルギー疾患対策基本法等を踏まえ、国民がアレル

ギー疾患に関して適切な情報を入手できるウェブサイトの充実等を図るとともに、アレルギ

ー疾患医療に係る中心拠点病院への支援を行うなど、アレルギー疾患医療の均てん化等を推

進する。 

 

 （主な事業） 

・リウマチ・アレルギー特別対策事業                    ６９百万円 

地域の実情に応じたリウマチ及びアレルギー対策を推進するため、連絡協議会等の開

催、医療提供体制の整備、正しい知識の普及啓発、人材育成等に対する支援を行う。 

（補助先）都道府県、政令指定都市、中核市 

（補助率）１／２ 

 

・アレルギー疾患医療提供体制整備事業                 ５９百万円 

都道府県拠点病院との連絡会議の開催、重症例や診断困難例等に係る医療機関への診

断支援、都道府県拠点病院の医師等に対する長期研修等への支援を行う。 

（補助先）国立研究開発法人国立成育医療研究センター、独立行政法人国立病院機構相

模原病院 

（補助率）定額 

 

 ・アレルギー情報センター事業                     ４２百万円 

    ウェブサイト等を活用して、最新の知見に基づいたアレルギー疾患に関する正しい情

報を提供するほか、リウマチ・アレルギー相談員養成研修会の開催により、相談員の

資質向上を図る。 

また、リウマチ疾患に関する医療の均てん化のため、地域における診療連携体制の

構築を推進する。 

（補助先）一般社団法人日本アレルギー学会、一般社団法人日本リウマチ学会 

（補助率）定額 

 

○新・アレルギー疾患等最新医療情報アップデート事業            ２９百万円 

アレルギー疾患等における最新の医療情報の啓発資材作成や研修プログラムの開発等

を実施し、アレルギー疾患等診療に関わりうる医療従事者を対象に最新かつ正確な医療

情報を届ける体制整備を図る。 

（委託先）民間団体 

 

 ・免疫アレルギー疾患実用化研究事業等（※厚生科学課計上）       ８．７億円 

長期にわたり生活の質を低下させる免疫アレルギー疾患について、「免疫アレルギー

疾患研究 10 か年戦略」に基づき、発症原因と病態との関係を明らかにし、予防、診断

及び治療法に関する新規技術の開発、医療の標準化や均てん化に資する研究を行う。 
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５ 慢性腎臓病（ＣＫＤ）対策     ３．３億円（２．０億円） 

 

  都道府県等が行う慢性腎臓病（ＣＫＤ：Chronic Kidney Disease）に関する連絡協議会の

設置、研修の実施、正しい知識の普及啓発等の取組を支援するとともに、ＣＫＤに関する診

断・治療法の研究開発のほか、腎不全患者に対する緩和ケアの提供体制の整備等を総合的に

推進する。 

 

 （主な事業） 

  ・慢性腎臓病（ＣＫＤ）特別対策事業                     ３６百万円 

    ＣＫＤ対策を推進するため、都道府県等が行う患者等一般向けの講演会等の開催、研

修の実施、診療連携等に対する支援を行う。 

（補助先）都道府県、政令指定都市、中核市 

（補助率）１／２ 

 

○新・腎不全患者に対する緩和ケア等の総合推進事業費                １．０億円 

   腎不全患者に対する緩和ケアに関する研修プログラム作成等の支援、持続可能な在宅

医療の診療体制構築するためのモデル事業の実施、緩和ケアを含めた腎不全治療に関す

る正しい情報の提供を行う。 

（補助先）公募 

（補助率）定額 

 

  ・腎疾患実用化研究事業等（※厚生科学課計上）             １．９億円 

    腎機能異常の早期発見・早期治療により重症化を予防し、新規透析導入患者数を減少

させるため、エビデンスに基づくガイドラインの作成・更新、病態の解明及び治療法開

発等に係る研究を行う。 
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６ 肝炎対策             １６７億円（１６２億円） 

 

  肝炎対策基本法に基づく基本指針等に基づき、肝炎医療の均てん化や肝炎ウイルス検査の

実施体制・検査能力の向上などの肝炎対策を総合的に推進する。 

 

 

（１）肝疾患治療の促進             ７８億円（８０億円） 

 

  抗ウイルス治療を必要とする肝炎患者がその治療を受けられるよう、医療費の助成を行

う。また、肝がん・重度肝硬変患者の医療費の負担の軽減を図りつつ、治療研究を促進す

る。 

 

 （主な事業） 

  ・ウイルス性肝炎に係る医療の推進                    ６４億円 

Ｂ型肝炎・Ｃ型肝炎のインターフェロン治療、インターフェロンフリー治療及び核

酸アナログ製剤治療に係る患者の医療費の負担を軽減することにより、適切な医療の確

保及び受療促進を図る。 

（補助先）都道府県、（補助率）１／２ 

 

  ・肝がん・重度肝硬変に係る治療研究の促進及び患者への支援        １４億円 

肝炎ウイルスによる肝がん・重度肝硬変の特徴を踏まえ、患者の医療費の負担軽減

を図り、患者から収集した臨床データに基づく治療研究を促進するための支援を行う。 

（補助先）都道府県 

（補助率）１／２ 

 

 

（２）肝炎ウイルス検査と重症化予防の推進    ３９億円（３９億円） 

 

  すべての国民が少なくとも１回は肝炎ウイルス検査を受検できるよう、受検者の利便性に

配慮した検査体制を確保するとともに、市町村における個別勧奨や職域における勧奨等を実

施し、肝炎ウイルス検査の受検促進を図る。 

また、肝炎ウイルス検査で陽性と判定されながらも医療機関未受診の者がみられること

から、適切な受療につなげるためのフォローアップ事業を実施する。 

 

 （主な事業） 

  ・肝炎ウイルス検査等の実施                      ９．７億円 

受検者の利便性に配慮し、保健所や委託医療機関における肝炎ウイルス検査を実施す

るとともに、職域における肝炎ウイルス検査の勧奨を進める。 

      （補助先）都道府県、保健所設置市、特別区 

      （補助率）１／２ 

 

 ・肝炎ウイルス陽性者のフォローアップの実施               １０億円 

肝炎ウイルス検査で陽性となった者に対して、適切に医療機関への受診勧奨を行う

とともに、初回精密検査や定期検査費用に対する助成を行うことにより、肝炎患者の早

期治療の促進、重症化の予防を図る。 

      （補助先）都道府県、保健所設置市、特別区 

      （補助率）１／２ 
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（３）地域における肝疾患診療連携体制の強化 ５．３億円（５．４億円） 

 

地域単位での肝炎診療の質の向上を図るため、都道府県及び肝疾患診療連携拠点病院を中

心とした地域全体の診療連携体制の強化を図る。 

 

 （主な事業） 

  ・肝疾患地域連携体制の強化                      ２．９億円 

地域単位での肝炎診療の向上を図るため、都道府県及び肝疾患診療連携拠点病院を

中心に、関係機関が協力して診療連携体制を強化するとともに、肝炎医療コーディネー

ターなどの人材育成や肝炎患者等への支援を行うことで、地域における肝炎医療の提供

体制の充実を図る。 

   （補助先）都道府県、保健所設置市、特別区 

   （補助率）１／２ 

 

 

（４）国民に対する正しい知識の普及と理解等 ２．１億円（２．１億円） 

 

  都道府県等によるリーフレットやポスターの作成や、シンポジウム、市民公開講座、肝臓

病教室の開催等により、正しい知識の普及啓発を図るとともに、厚生労働省肝炎総合対策推

進国民運動（知って、肝炎プロジェクト）を推進する。 

 

 （主な事業） 

  ・肝炎総合対策推進国民運動（知って、肝炎プロジェクト）の推進     １．４億円 

肝炎に関する知識や肝炎ウイルス検査の必要性などを分かりやすく伝えるため、多種

多様な媒体を活用した情報発信や民間企業との連携による啓発事業を展開する。 

   （委託先）民間団体 

 

 

（５）研究の推進                ４３億円（３６億円） 
 

Ｂ型肝炎の新規治療薬の開発を目指した創薬研究や、Ｃ型肝炎ウイルス排除後の発がん等

の課題に係る研究、肝硬変の病態解明と新規治療法の開発を目指した研究等をはじめとする

実用化研究と、肝炎対策を総合的に推進するための基盤となる疫学研究と行政的な課題を解

決するために必要な政策研究を推進する。（厚生科学課計上） 

 

 

 

７ Ｂ型肝炎訴訟の給付金などの支給 

１，１８１億円（１，１８１億円） 

特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法に基づき、Ｂ型肝炎ウ

イルスの感染被害を受けた方々への給付金などの支給に万全を期すため、社会保険診療報

酬支払基金に設置した基金に、給付金などの支給に必要な費用を積み増す。 
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８ 難病、小児慢性特定疾病対策  

１，６９２億円（１，６２３億円） 
  難病の患者に対する医療等に関する法律及び児童福祉法に基づき、難病患者等への医療費

助成等を行うなど、難病・小児慢性特定疾病対策の着実な推進を図る。 

 

 

（１）難病患者等への医療費助成の実施 

１，３２７億円（１，２９４億円） 

  難病の患者に対する医療等に関する法律に基づく指定難病の患者に対する医療費助成に必

要な経費等を確保し、患者の医療費の負担軽減を図る。 

 

  ・難病医療費等負担金                      １，３２４億円 

（補助先）都道府県、指定都市  

（補助率）１／２ 

 

・特定疾患治療研究事業                        ２．２億円 

（補助先）都道府県 

（補助率）１／２（難治性肝炎のうち劇症肝炎、重症急性膵炎等） 

定額（スモン（医療費、はり、きゅう及びマッサージ施術費等）） 

 

 

（２）難病患者の社会参加と難病に対する国民の理解の促進のための 

   施策の充実                １１億円（１１億円） 

  地域の様々な支援機関と連携した相談支援体制の構築などにより、難病患者の長期療養生 

活上の悩みや不安を和らげ、就労支援を推進するため、相談支援センターへの専門職の配置 

等への支援を行うとともに、難病についての理解を深める取組を推進し、難病患者が社会参

加しやすい環境の整備を図る。 

 

 （主な事業） 

・難病相談支援センター事業                     ６．７億円 

地域の様々な支援機関と連携した相談支援体制を構築し、地域で生活する難病患者

等の日常生活における相談・支援、地域交流活動の促進及び就労支援等を行う。 

（補助先）都道府県、指定都市 

（補助率）１／２ 

 

 

（３）難病の医療提供体制の構築       ７．５億円（７．３億円） 
     

  都道府県における難病の医療提供体制の拠点となる難病診療連携拠点病院を中心とした連

携体制の構築等に対する支援を行う。 

 

 （主な事業） 

  ・難病医療提供体制整備事業                      ５．９億円 

都道府県において、医療提供体制を構築・評価する難病医療連絡協議会を運営す

る。また、早期に正しい診断等を行うため設置された難病診療連携拠点病院等におい
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て、診療連携やレスパイトの調整、医療や治療と就労の両立に関する研修等を実施す

る。 

（補助先）都道府県 

（補助率）１／２ 

 

 

（４）小児慢性特定疾病対策の推進 
２０３億円（１９６億円） 

  慢性的な疾病を抱える児童等に対する医療費助成に必要な経費を確保し、医療費の負担軽

減を図る。また、慢性的な疾病を抱える児童等の自立を促進するため、療養生活に係る相談

や地域の関係者が一体となった自立支援に対する支援を行う。 

   

  （主な事業） 

    ・小児慢性特定疾病医療費負担金                      １８５億円 

      （補助先）都道府県、指定都市、中核市、児童相談所設置市 

      （補助率）１／２ 

 

    ・小児慢性特定疾病児童等自立支援事業費負担金          ９．２億円 

        幼少期から慢性的な疾患を抱えているため、学校教育を受ける機会の減少などによ

り自立に困難を伴う児童等について、地域による支援の充実により自立促進を図る。 

      （補助先）都道府県、指定都市、中核市、児童相談所設置市 

      （補助率）１／２ 

 

 

（５）難病・小児慢性特定疾病に関する調査・研究などの推進 

            １４３億円（１１５億円） 
  難病等の研究を総合的・戦略的に実施するため、全国規模の指定難病患者・小児慢性特定

疾病児童等データベースの充実を図り、難病患者・小児慢性特定疾病児童等の情報の円滑な

収集を進めるとともに、この情報を活用するなどして、疫学調査、病態解明、治療法の開発

（遺伝子治療、再生医療技術等）等に関する研究を行う。また、医療 DX の推進のため、難

病等の医療費助成制度における支給認定申請等のオンライン化に向けた対応を進めていく。 

 

（主な事業） 

・難治性疾患政策研究事業／難治性疾患実用化研究事業（※厚生科学課計上）１２０億円 

・難病対策の推進のための患者データ登録整備事業等             １６億円 

・難病等医療費助成制度オンライン化事業                ５．１億円 
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９ ハンセン病問題対策        ３７２億円（３４７億円） 
 

  ハンセン病元患者等の名誉回復等を図るため、ハンセン病問題に関する正しい知識の普及

啓発の強化等を進めるとともに、国立ハンセン病資料館等の学芸員の増員等を進めることに

より資料館活動の充実を図る。 

さらに、ハンセン病療養所の入所者に対する必要な療養を確保し、退所者等への社会生活

支援策等を実施する。 

 

 

（１）謝罪・名誉回復措置            １４億円（１１億円） 

 

ハンセン病の患者であった者等の名誉の回復を図るため、普及啓発その他必要な措置を

講じる。 

 

 （主な事業） 

 ○拡・国立ハンセン病資料館及び重監房資料館の運営            １０億円 

    国立ハンセン病資料館及び重監房資料館を運営し、展示内容等のリニューアル含めハ

ンセン病やハンセン病対策の歴史に関する正しい知識の普及啓発などを行う。 

（委託先）民間団体等 

    

  ・歴史的建造物等の保存等                       １．６億円 

    各療養所に存在する歴史的建造物について、本格的な保存を行う。 

 

 

（２）社会復帰・社会生活支援          ２６億円（２５億円） 

 

退所者給与金・非入所者給与金・特定配偶者等支援金の支給、ハンセン病療養所入所者

家族に対する生活援護等を行う。 

 

 （主な事業） 

  ・退所者等対策経費                              ２３億円 

    ハンセン病療養所の退所者に対して、退所者給与金を支給する。また、非入所者に対

して、非入所者給与金を支給する。 

    さらに、退所者給与金受給者の配偶者等に対して特定配偶者等支援金を支給する。 

 

 

（３）在園保障               ３３３億円（３１０億円） 

 

ハンセン病療養所の運営を支援し、入所者に対する必要な療養の確保を図る。 

  

（主な事業）                           

  ・私立ハンセン病療養所運営経費                    ８０百万円 

（補助先）一般財団法人神山復生病院 

（補助率）定額 

  ・国立ハンセン病療養所における良好な療養環境の整備（※医政局計上） 

３３２億円 
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10 慢性疼痛対策            ２．８億円（２．６億円） 
 

  慢性の痛みを対象とした医療体制の整備を進めるほか、慢性の痛みに関する診断・治療法

の研究開発や、患者に対する相談、国民の理解の促進など、患者の生活の質の向上を図る取

組を引き続き推進する。 

 

（主な事業）  

   ・慢性疼痛診療システム均てん化等事業               １．２億円 

都道府県間で慢性疼痛に関する診療体制の質の均てん化を図るため、痛みセンターが

行う厚生労働科学研究等で得られた最新の診療ノウハウの普及等に対する支援を行う。 

（補助先）公募                                                    

（補助率）定額                                                    

   

  ・慢性の痛み対策研究事業等（※厚生科学課計上）           １．４億円 

慢性の痛みに対する適切な医療提供体制を構築するため、中核的な医療機関と地域

の医療機関によるリハビリテーションを含む総合的な診療科連携や多職種連携体制の構

築に向けた研究を推進する。また、慢性の痛みに関する病態解明や画期的な診断・治療

法の開発の加速化を図るため、患者数の多い既知の疾患に伴う慢性の痛み、原因や病態

が十分に解明されていない慢性の痛み、機能的要因により引き起こされる慢性の痛みに

関する病態解明等の研究を推進する。  
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11 移植医療対策             ４９億円（３７億円） 
 

 

 

（１）造血幹細胞移植対策の推進         ３１億円（２５億円） 
 

移植に用いる造血幹細胞の適切な提供の推進を図るため、骨髄移植に係るドナー登録者や

臍帯血の確保等を引き続き進めていく。 

  

（主な事業） 

○拡・臍帯血移植対策事業（臍帯血バンク運営費）             ８．４億円 

臍帯血提供者の問診票のオンライン化など業務効率化を進めるとともに、普及啓発に

より臍帯血提供数の増加を図り、臍帯血供給事業者（臍帯血バンク）の安定的な運営を

支援する。 

（補助先）日本赤十字社 

（補助率）定額、１／２ 

 

 ○拡・骨髄移植対策事業（骨髄バンク運営費）               ７．１億円 

新たな骨髄バンクドナーの登録方法であるオンライン登録の導入に伴う環境を整備

するとともに、骨髄・末梢血幹細胞提供あっせん事業者（骨髄バンク）の安定的な運営

を支援する。 

（補助先）公益財団法人日本骨髄バンク 

（補助率）定額、１／２ 

 

 

（２）臓器移植対策の推進            １８億円（１２億円） 
 

善意の意思による臓器提供が確実に移植に結びつくよう、臓器提供施設、臓器あっせん機

関及び移植実施施設の更なる体制強化を進めていく。 

 

（主な事業） 

○拡・臓器移植対策事業（臓器あっせん機関運営費）              １３億円 

日本臓器移植ネットワーク（ＪＯＴ）の業務負担を軽減しつつ、物理的距離の課題を

改善することで、より効率的なあっせんが可能となるよう、ドナー関連業務を実施する

法人（ドナー関連業務実施法人）を各地域に設置し、ＪＯＴがドナー関連業務実施法人

の業務を支援しつつ、当該法人の設立地域の拡充を図る。 

（補助先）臓器あっせん機関（公益法人等） 

（補助率）定額、１／２ 

 

○拡・臓器移植体制総合推進支援事業                              ５．１億円 

臓器提供体制及び移植実施体制を強化するため、臓器提供の経験が豊富な施設から経

験の少ない施設等に対するノウハウの共有や人員派遣等の実施に加えて、新たに移植実

施施設の体制整備に係る支援を行う。 

（補助先）医療法人等 

（補助率）定額 
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12 原爆被爆者等の援護    １，０８８億円（１，０９７億円） 

 

高齢化が進む原爆被爆者の援護施策として、医療の給付、諸手当の支給、原爆養護ホー

ムの運営、被爆者保養施設への修繕費補助、被爆体験の伝承者等の国内外への派遣、被爆

建物・樹木の保存や調査研究事業など総合的な施策を引き続き実施する。 

また、被爆の実相を後世に継承するため、情報の発信拠点である広島・長崎原爆資料館

における展示の改修等への支援を行う。 

 

（主な事業） 

 

 

 

 

 

 

○新  

・医療費の支給、健康診断 

・諸手当の支給 

・保健福祉事業（原爆養護ホームの運営等） 

・被爆体験伝承事業 

・被爆建物等の保存事業 

・第二種健康診断特例区域治療支援事業等調査研究委託費 

・被爆の実相の継承に資する発信機能強化支援事業 

２７３億円 

６７９億円 

７７億円 

０．８億円 

０．５億円 

１９億円 

４億円 

 

※原爆被爆者等の援護に係る予算とは別計上 

 

 ・放射線影響研究所の移転（保健衛生施設等施設整備費補助金） ４０億円の内数 
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13 生活衛生関係営業の活性化や振興など  ５３億円（４２億円） 
 

生活衛生関係営業の振興・発展を図るための組織基盤や相談支援体制の確保を行うととも

に、生活衛生関係営業について、賃金引上げや人材確保、価格転嫁等を行うための生産性

向上に係る支援等を行う。 

 

（主な事業） 

・生活衛生関係営業対策事業費補助金                    １２億円 

生活衛生同業組合、全国生活衛生同業組合連合会、全国生活衛生営業指導センター、都道

府県生活衛生営業指導センターに補助を行うことにより、生活衛生関係営業者の業の振興

や発展を図るための組織基盤の強化及び衛生水準の確保・向上、相談支援体制の強化等を

図る。 

（補助先）①公益財団法人全国生活衛生営業指導センター 

   ②都道府県 

   ③全国生活衛生同業組合連合会、生活衛生同業組合 

（補助率）①③定額、②１／２ 

 

○新・生活衛生関係営業経営支援事業                     ２．６億円 

生活衛生関係営業の経営状況を改善して地域活性化を図るため、経営診断や補助金、税

制優遇措置の活用、被用者保険の適用を含めた相談支援など、専門家による多様な現場の

ニーズに応じた伴走型の支援を実施する。 

（補助先）公益財団法人全国生活衛生営業指導センター 

（補助率）定額 

 

○新・生活衛生関係営業物価高騰等対応支援事業                ３．９億円 

業種ごとの全国生活衛生同業組合連合会において、物価高騰や人材確保等に対応するため

に必要な価格転嫁の広報、既存商品・サービスのブランド化、イベント等の取組等に対する

支援を行う。 

（補助先）全国生活衛生同業組合連合会 

（補助率）１０／１０ 

 

 

○拡・株式会社日本政策金融公庫補給金                     ３３億円 

株式会社日本政策金融公庫が生活衛生資金貸付を行うために必要な利差補給を行う。 

 （参考）貸付計画額１，１５０億円 
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14 食の安全・安心の確保          ２１億円（１６億円） 
 

 

 

（１） 食品の安全確保対策の推進等      ９．８億円（５．７億円） 
 

  食中毒の発生時対応や未然防止のための対策、国内流通食品や輸入食品の衛生対策を行う
とともに、食品等事業者における衛生管理の推進や、消費者等への情報提供や意見交換（リ
スクコミュニケーション）等を行う。 
 
（主な事業） 
○拡・機能性表示食品等に係る健康被害への対応の強化等           １．５億円 
  機能性表示食品等に係る健康被害への対応の強化のため、都道府県等や関係団体に対す
る研修の実施、健康被害情報の定期的な公表に向けた体制の整備等を行う。 
（委託先）民間団体等 

 
○拡・牛海綿状脳症（BSE）対策の推進                   １．１億円 

国内の BSE 対策の見直しに向けて、海外各国における BSE 対策等の衛生対策にかかるリ
スク管理方法の調査、国内のと畜場における実証事業を行う。 
（委託先）民間団体等 

 
・HACCP の制度化などによる的確な監視・指導対策の推進         ７．１億円 
 HACCP 実施のための手引書の見直しや、自治体による指導方法の改善等のため、食品事
業者等において HACCPに沿った衛生管理等が円滑に実施されているか等の対応状況の実態
把握、導入効果の検証を行う。 
 

 

（２）食品の安全の確保に資する研究の推進等  
１２億円（１０億円） 

国民の健康へ直接的に影響を及ぼす食品の安全に関して、改正食品衛生法の円滑な施行、
食品の輸出入の拡大、新たな食品生産・加工技術の進展等を背景として、科学的根拠に基づ
いて適切に施策を推進するために必要な調査研究を行う。 

  
 （主な事業） 
 ・食品の安全の確保に資する研究の推進（※一部厚生科学課計上）    ７．７億円 
 ・カネミ油症患者に対する健康実態調査等の実施            ３．９億円 

カネミ油症患者に対する総合的な支援施策の一環として、ダイオキシン類を直接経口摂
取したことによる健康被害という特殊性を踏まえ、患者の健康実態調査を実施し、健康
調査支援金の支給等を行う。 

 

 

（３）農林水産物・食品の輸出拡大に向けた対応強化（(1)(2)の再掲）  
２．９億円（１．８億円） 

農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律に基づき、輸出施設の認定加速化、証明書
発行の迅速化等の取組を行う。 
 
（主な事業） 

  ○拡・農林水産物・食品の輸出拡大への対応の強化             ２．５億円 
    国内の輸出体制整備の迅速化を図るため、輸出先国の規制情報の調査研究の実施、輸

出先国の制度変更に係る説明会、検査手法等の技術的な研修会を実施する。 



〈 計 数 編 〉  

                                 頁 

１．健康増進対策（地域保健対策含む。）・・・・・・・・・・・・  １ 

２．がん対策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２ 

３．循環器病対策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

４．リウマチ・アレルギー対策・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

５．慢性腎臓病（ＣＫＤ）対策・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

６．肝炎対策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ４ 

７．Ｂ型肝炎訴訟の給付金などの支給・・・・・・・・・・・・・・  ４ 

８．難病、小児慢性特定疾病対策・・・・・・・・・・・・・・・・  ５ 

９．ハンセン病問題対策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ６ 

10．慢性疼痛対策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７ 

11．移植医療対策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８ 

12．原爆被爆者等の援護・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９ 

13. 生活衛生関係営業の活性化や振興など・・・・・・・・・・・・・10 

14．食の安全・安心の確保・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・11 

15．保健衛生施設等整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12 

 

注１）各計数において、端数を四捨五入しているため、合計額と一致しない場合がある。 

注２）＜  ＞内の計数は他部局計上分を含んでいる。 



 



1．健康増進対策（地域保健対策含む。）

（　主　な　事　業　） 百万円

＜ 6,572 ＞＜ 10,274 ＞

健康増進対策 4,796 7,880

＜ 3,714 ＞＜ 6,401 ＞ （１）健康づくり・生活習慣病対策・栄養対策等の推進　 6,401

3,639 6,377
・健康的な生活習慣づくり重点化事業 598
　　受動喫煙対策推進事業　等

・健康増進事業費（肝炎対策を除く） 1,436
・特殊な調理に対応できる調理師研修事業 23

拡 ・生活習慣病対策推進費　※一部デジタル庁計上 3,436
・栄養総合対策推進費 148
　　活力ある持続可能な社会の実現に資する栄養・食生活の推進事業　等

・たばこ・アルコール対策推進費 102
・健康日本21分析評価事業費 39
・健康増進総合支援システム事業費 16
・健康日本21（第三次）アクションプラン支援システム事業費
  ※デジタル庁計上 149

拡
・国家資格等情報連携・活用システム事業費（管理栄養士）
  ※デジタル庁計上 90

新 ・医師等国家試験受験手続オンライン化システム（管理栄養士） 125
・管理栄養士国家試験費 67
・その他 172

＜ 977 ＞＜ 1,078 ＞ （２）地域保健対策の推進 1,078

977 1,078
・地域保健従事者現任教育推進事業費 33

・地域・職域連携推進事業 57

・地域保健総合推進事業費 139

拡 ・地域保健活動検討経費 136

・地域保健活動普及等経費 69

・地域健康危機管理対策事業 422

・健康危機管理対策経費 207

・災害時公衆衛生従事者緊急派遣等検討経費 2

・健康危機管理情報収集事業経費　※一部デジタル庁計上 15

＜ 1,881 ＞＜ 2,795 ＞
（３）生活習慣病予防及び女性の健康の包括的支援に
　　　関する研究などの推進

2,795

180 426
・厚生労働科学研究等　※厚生科学課計上 2,370

　　循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 867

　　循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策実用化研究事業 1,037

　　女性の健康の包括的支援政策研究事業 82

　　女性の健康の包括的支援実用化研究事業 166

　　健康安全・危機管理対策総合研究事業 218

拡 ・国民健康・栄養調査委託費等 426

備　　　　　　　　　　　　考
予 算 額 概 算 要 求 額

事　項
令 和 ７ 年 度 令 和 ８ 年 度

百万円 百万円

（地域保健対策
含む。）

計数編-1



２．がん対策

（　主　な　事　業　） 百万円

＜ 34,206 ＞ ＜ 38,286 ＞

がん対策 18,932 20,400

＜ 13,980 ＞ ＜ 14,853 ＞

10,224 10,470

・新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業 1,611

・HPV検査単独法導入に向けた精度管理支援事業 22

・がん検診従事者研修事業　 6

新 ・重喫煙者に対する低線量CTによる肺がん検診実証事業　 130

＜ 18,335 ＞ ＜ 21,377 ＞

8,330 9,516

・がん診療連携拠点病院機能強化事業 3,007

・小児・AYA世代のがん患者等の妊孕性温存治療研究促進事業 1,019

・がんゲノム医療中核拠点病院等機能強化事業 1,020

（がん診療連携拠点病院機能強化事業）

拡 ・がんゲノム情報管理センター事業 1,690

・都道府県健康対策推進事業 643
（がん登録、医療提供体制整備関係等）

拡 ・がん登録推進事業 1,004
（国立がん研究センター委託費）

・小児がん拠点病院機能強化事業 315
（がん診療連携拠点病院機能強化事業）

・緩和ケア推進事業 245
（がん診療連携拠点病院機能強化事業）

・地域がん診療病院等機能強化事業 199
（がん診療連携拠点病院機能強化事業）

・希少がん中央機関機能強化事業 73
（がん診療連携拠点病院機能強化事業）

・がん等における新たな緩和ケア研修等事業 64

・小児がん中央機関機能強化事業 58
（がん診療連携拠点病院機能強化事業）

新 ・がん医療提供体制の均てん化・集約化に関する事業 60
（がん診療連携拠点病院機能強化事業）

・希少がん診断のための病理医育成事業 36

・小児・AYA世代のがんの長期フォローアップ体制整備事業 26

・革新的がん医療実用化研究等 11,206
※厚生科学課計上

＜ 1,891 ＞ ＜ 2,056 ＞

378 413

・がん患者の就労に関する総合支援事業 236
（がん診療連携拠点病院機能強化事業）

・がん患者の療養生活の最終段階における実態把握事業 31
（国立がん研究センター委託費）

新 ・アピアランスケアにかかる体制整備支援事業 60
（がん診療連携拠点病院機能強化事業）

・がん総合相談に携わる者に対する研修事業　 24

・地域緩和ケアネットワーク構築事業 　 11
（国立がん研究センター委託費）

（３）がんとの共生

（２）がん医療

備　　　　　　　　　　　　考
予 算 案 概 算 要 求 額

事　項
令 和 ７ 年 度 令 和 ８ 年 度

百万円 百万円

（１）がん予防

計数編-2



３．循環器病対策、４．リウマチ・アレルギー対策、５．慢性腎臓病（ＣＫＤ）対策

百万円

（　主　な　事　業　）

＜ 4,373 ＞ ＜ 5,074 ＞

１．循環器病対策 3,086 3,170

（１） 1 脳卒中・心臓病等に関する普及啓発事業 18

2 循環器病対策推進協議会経費 5

3 循環器病対策費 3

（２） 1 脳卒中・心臓病等特別対策事業 314

新 2 脳卒中・心臓病等の対策に係る総合推進事業費 203

3 循環器病に関する緩和ケア研修推進事業費 21

（３） 循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策実用化研究事業等

（※厚生科学課計上） 1,904

＜ 955 ＞ ＜ 1,075 ＞

２．リウマチ・アレルギー 216 207

    対策

（１） 1 アレルギー情報センター事業 42

2 アレルギー疾患対策推進協議会経費 4

3 リウマチ・アレルギー対策費 4

（２） 1 リウマチ・アレルギー特別対策事業 69

2 アレルギー疾患医療提供体制整備事業 59

新 3 アレルギー疾患等最新医療情報アップデート事業 29

（３） 免疫アレルギー疾患実用化研究事業等

（※厚生科学課計上） 868

＜ 196 ＞ ＜ 328 ＞

３．慢性腎臓病対策 59 142

（１） 1 腎疾患普及啓発費 2

　　　 2 腎疾患対策検討会経費 1

（２） 1 慢性腎臓病(ＣＫＤ)特別対策事業 36

新 2 腎不全患者に対する緩和ケア等の総合推進事業費 103

（３） 腎疾患実用化研究事業等

（※厚生科学課計上） 186

循環器病に関する正しい
情報の提供

備　　　　　　　　　　　　考
予 算 額 概 算 要 求 額

令 和 ７ 年 度 令 和 ８ 年 度

慢性腎臓病に関する医療
の提供

慢性腎臓病に関する研究
等の推進

循環器病に関する医療の
提供

循環器病に関する研究等
の推進

リウマチ・アレルギー疾
患に関する正しい情報の
提供

リウマチ・アレルギー疾
患に関する医療の提供

事　項

リウマチ・アレルギー疾
患に関する研究等の推進

慢性腎臓病に関する正し
い情報の提供

百万円 百万円

計数編-3



百万円

< 16,245 > < 16,721 > （主な事業）

1.肝炎対策 12,639 12,430

< 8,356 > < 8,169 >

(1)肝疾患治療の促進 7,995 7,792 感染症対策特別促進事業費  

・肝炎治療特別促進事業 6,437
・肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業 1,356

< 3,914 > < 3,914 >

(2)肝炎ウイルス検査と重症 3,914 3,914 肝炎患者等の重症化予防推進事業 2,005

　 化予防の推進 健康増進事業 1,909

< 538 > < 534 >

(3)地域における肝疾患診療 501 496 感染症対策特別促進事業費 294

　 連携体制の強化 ・肝疾患診療地域連携体制強化事業

・地域肝炎医療コーディネーター養成事業

肝炎情報センター戦略的強化事業 203

< 208 > < 206 >

(4)国民に対する正しい知識 201 199 肝炎総合対策費 190

　 の普及と理解 ・肝炎総合対策推進国民運動事業

・市民公開講座

感染症対策特別促進事業費 7

・ポスター、リーフレット作成

・シンポジウム開催　等

肝炎対策推進協議会経費 2

< 3,590 > < 4,276 >

(５)研究の推進 28 28 肝炎研究基盤整備事業費 28

厚生労働科学研究費 4,248

・肝炎等克服実用化研究事業

・肝炎等克服政策研究事業

（※厚生科学課計上）

118,117 118,117
特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者
給付金等支給業務費交付金 118,117

２．Ｂ型肝炎訴訟の給付金な
どの支給

百万円 百万円

６．肝炎対策、７．Ｂ型肝炎訴訟の給付金などの支給

事　　　　　　項
令和７年度 令和８年度

備　　　　　　　　　　考
予　算　額 概算要求額

計数編-4



８．難病、小児慢性特定疾病対策

事　　　　　項

百万円

< 162,325 > < 169,162 >

難病、小児慢性特定疾病対策 152,004 157,117

（１）難病患者等への医療費 129,366 132,669  1 難病医療費等負担金 132,448

　　　助成の実施  2 特定疾患治療研究事業 221

（２）難病患者の社会参加と 1,135 1,116  1 難病相談支援センター事業 670

　　　難病に対する国民の理  2 難病患者等ホームヘルパー養成研修事業 10

　　　解の促進のための施策  3 在宅人工呼吸器使用患者支援事業 126

　　　の充実  4 指定難病要支援者証明事業 3

 5 難病患者地域支援対策推進事業 111

 6 神経難病患者在宅医療支援事業 15

 7 難病患者認定適正化事業（医療機関オンライン化
   支援分を除く）

60

 8 指定難病審査会経費　 39

 9 難病相談支援センター間のネットワーク支援事業 7

10 難病指定医研修のオンライン化支援事業 26

11 難病患者サポート事業 35

12 その他 13

（３）難病の医療提供体制の 726 746  1 難病医療提供体制整備事業 591

　　　構築  2 難病患者認定適正化事業（医療機関オンライン化
   支援分）

100

 3 難病情報センター等事業 46

 4 難病ゲノム医療専門職養成研修事業 9

（４）小児慢性特定疾病対策 19,559 20,334  1 小児慢性特定疾病医療費負担金 18,516

　　　の推進  2 小児慢性特定疾病児童等自立支援事業費 923

   負担金

拡  3 小児慢性特定疾病対策等総合支援事業 279

 4 小児慢性特定疾病情報管理事業 24

 5 小児慢性特定疾病児童等支援者養成事業 15

 6 代謝異常児等特殊ミルク供給事業 577

< 11,538 > < 14,296 >

（５）難病・小慢に関する調 1,218 2,252  1 難治性疾患政策/実用化研究事業 12,045

　　　査・研究などの推進 　　　　　　　　　（※厚生科学課計上）

 2 難病患者等データ登録整備事業 1,581

　　　　　　　　　（※一部デジタル庁計上）

 3 小児慢性特定疾病データベース登録システム
   整備事業

66

　　　　　　　　　（※デジタル庁計上）

 4　難病等制度推進事業 93

 5　難病等医療費助成制度オンライン化事業 512

（６）医療施設等の整備 - -

 ・難病相談支援センター施設整備費

 ・重症難病患者拠点・協力病院設備整備費

　 ※保健衛生施設等施設・設備整備費補助金
     のメニュー

百万円百万円

備　　　　　　　考
令和７年度
予　算　額

令和８年度
概算要求案

計数編-5



９．ハンセン病問題対策

事　　　　　項

百万円

< 34,679 > < 37,238 >

ハンセン病問題対策 3,724 4,001

（１）謝罪・名誉回復措置 1,112 1,368  1 ハンセン病元患者家族に対する補償等 61

 2 国外ハンセン病療養所入所者等補償経費 8

 3 中学生を対象としたパンフレット作成 25

 4 シンポジウム開催、普及啓発資料作成 23

拡  5 国立ハンセン病資料館運営経費 1,045

 6 再発防止検討事業委託費 34

 7 らい予防法被害者追悼式参列旅費 3

 8 歴史的建造物の保存等経費 156

 9 その他 14

（２）社会復帰・社会生活支 2,532 2,552  1 国内ハンセン病療養所退所者給与金 2,071

　　　援  2 国内ハンセン病療養所非入所者給与金 75

 3 特定配偶者等支援金 143

 4 療養所入所者家族に対する生活援護 16

 5 社会復帰者支援事業 116

 6 社会交流、地域啓発推進事業 45

 7 沖縄ハンセン病対策 54

 8 その他（※一部デジタル庁計上） 33

< 31,035 > < 33,317 > ※一部他部局及びデジタル庁計上

（３）在園保障 80 80  1 私立ハンセン病療養所の運営経費等 80

百万円百万円

備　　　　　　　考
令和７年度
予　算　額

令和８年度
概算要求額

計数編-6



10．慢性疼痛対策

事　　　　　項

百万円

< 256 > < 278 >

慢性疼痛対策 124 133

（１）痛みを対象とした医療 109 117 慢性疼痛診療システム均てん化等事業

　　　体制の構築

（２）慢性疼痛に関する正し 15 16 からだの痛み相談・支援事業

　　　い情報の提供

（２）慢性疼痛に関する研究 < 133 > < 145 > 厚生労働科学研究費等（※厚生科学課計上）

　　　等の推進 　慢性の痛み政策/解明研究事業

百万円百万円

備　　　　　　　考
令和７年度
予　算　額

令和８年度
概算要求額

計数編-7



11．移植医療対策

事　　　　　項

百万円

< 3,845 > < 5,042 >

移植医療対策 3,693 4,880

< > < 3,053 >

１．造血幹細胞移植対策の推進 2,456 3,053

(1)骨髄移植対策事業費 714

  ・あっせん業務関係事業費 371

拡 　・あっせん事業体制整備費 317

　・普及啓発事業費 26

(2)骨髄データバンク登録費 581

(3)臍帯血移植対策事業費 839

拡   ・臍帯血保存管理業務費 778

　・臍帯血移植等共同支援事業費 4

拡 　・臍帯血提供増加推進費 58

拡 (4)造血幹細胞移植患者・ドナー情報登録支援事業 279

(5)造血幹細胞提供支援機関事業 218

(6)造血幹細胞移植医療体制整備事業 403

拡 (7)移植対策費 18

(8)末梢血幹細胞採取施設整備事業 -

(9)臍帯血バンク設備整備事業 -

(10)特殊病室施設整備事業 -

< > < 1,285 >

２．臓器移植対策の推進 1,237 1,827

拡 (1)臓器移植対策事業費 1,285

　・あっせん業務関係事業費 974

  ・あっせん事業体制整備費 245

　・普及啓発事業費 17

　・運営管理費等経費 44

　・初度設備費 4

拡 (2)臓器移植体制総合推進支援事業費 506

拡 (3)移植対策費 36

(4)アイバンク設備整備事業 -

(5)ＨＬＡ検査センター設備整備事業 -

(6)組織バンク設備整備事業 -

３．移植医療研究の推進 < 152 > < 162 >

0 (1)厚生労働科学研究費 63

　　・移植医療基盤整備研究事業（公募） 60

　　・移植医療基盤整備研究事業（指定） 3

(2)保健衛生医療調査等推進事業費 99

　　 ・移植医療技術開発研究事業 99

　（厚生科学課計上）

百万円

備　　　　　　　考
令和７年度
予　算　額

令和８年度
概算要求額

※(4),(6)は保健衛生施設等設備整備費補助金、(5)は医療提供体制
推進事業費補助金のメニュー

※(8),(9)は保健衛生施設等設備整備費補助金、(10)は医療提供体制
施設整備交付金のメニュー

百万円

計数編-8



12．原爆被爆者等の援護

令 和 ７ 年 度 令 和 ８ 年 度
事 項

予 算 額 概 算 要 求 額

百万円 百万円 百万円

１．原爆被爆者援護対策費 109,696 108,789

（１）医療費等 28,445 27,322
963

23,300

（２）諸手当等 67,862 67,862
18,845
41,412

（３）保健福祉事業等 7,746 7,654 2,854

（４）原爆死没者追悼事業
　　　等

865 1,228

75
49

353

（５）調査研究等 4,779 4,723 1,937

２．毒ガス障害者対策 388 359

　　・第二種健康診断特例区域治療支援事
      業等調査研究委託費

備 考

　　・原爆疾病医療費
　　・原爆一般疾病医療費

　　・医療特別手当
　　・健康管理手当

　　・介護保険等利用被爆者助成事業

　　・被爆体験伝承事業
　　・被爆建物・樹木の保存事業
　新・被爆の実相の継承に資する発信機能
　　　強化支援事業

計数編-9



13．生活衛生関係営業の活性化や振興など

（主な事業等） 百万円

生活衛生関係営業の活性化や新興など 4,160 5,263

１　生活衛生金融対策費 2,910 3,315

２　生活衛生関係営業行政経費 1,238 1,942

（１）生活衛生等関係費 58 81

　ア　生活衛生関係営業振興等対策費 29 52 新 23

　イ　建築物環境衛生管理対策費 28 29

（２）生活衛生営業対策費 1,181 1,861

　ア　生活衛生関係営業対策事業費補助金 1,160 1,194 生活衛生関係営業収益力向上事業 106

　イ　ビルクリーニング業における 16 11

　　　外国人材確保事業費

　ウ　ビルクリーニング・リネンサプライ 5 10

　　　分野人材確保及び生産性向上等支援

　　　事業

　エ　生活衛生関係営業物価高騰等対応 - 386 新 生活衛生関係営業物価高騰等対応支援事業 386

　　　支援事業

　オ　生活衛生関係営業経営支援事業 - 260 新 生活衛生関係営業経営支援事業 260

３　医師等国家試験費 4 5

　　建築物環境衛生管理技術者国家試験費 4 5

４　被災した生活衛生関係営業者への支援 9 1

　　（※復興庁計上）

　　株式会社日本政策金融出資金 9 1

百万円

火葬等許可事務システムの標準仕様書に係
る改訂調査委託費

事　項
令和７年度 令 和 ８ 年 度

備　　　　　　　　　　　　考
予 算 額 概 算 要 求 額

百万円

計数編-10



14．食の安全・安心の確保

百万円

＜ 1,612 ＞＜ 2,135 ＞

942 1,351

＜ 565 ＞＜ 975 ＞
（１）食品の安全確保対策の推進等 975

546 955 主な事業

拡 ・機能性表示食品等に係る健康被害への対応の強化 155
（※一部デジタル庁計上）

拡 ・牛海綿状脳症（BSE）対策の推進 105

・HACCPの制度化などによる的確な監視・指導対策の推進 715
（※一部デジタル庁計上）

＜ 1,047 ＞＜ 1,160 ＞
（２）食品の安全の確保に資する研究の推進等 1,160

396 396 主な事業

・食品の安全の確保に資する研究の推進 769
（※一部厚生科学課計上）

・カネミ油症患者に対する健康実態調査等の実施 390
（※一部デジタル庁計上）

＜ 178 ＞＜ 287 ＞
 （３）農林水産物・食品の輸出拡大に向けた対応強化

    （(1)(2)の再掲）
287

153 254 主な事業

拡 ・輸出食肉・水産食品の安全対策の徹底　 254

事　項
令 和 ７ 年 度 令 和 ８ 年 度

備　　　　　　　　　　　　考
予 算 額 概 算 要 求 額

百万円 百万円

食の安全・安
心の確保

計数編-11



15．保健衛生施設等整備

令 和 ７ 年 度 令 和 ８ 年 度
事 項

予 算 額 概 算 要 求 額

百万円 百万円 百万円

保健衛生施設等整備
7,325 6,612

１．施設整備費 3,969 3,969

２．設備整備費 2,541 2,643

３．災害復旧費
　　（※復興庁計上）

815 0

備 考

整 備 費 の 補 助 対 象 メ ニ ュ ー

【 施 設 整 備 費 】

・原爆医療施設
・原爆被爆者保健福祉施設
・放射線影響研究所
・農村検診センター
・小児がん拠点病院
・エイズ治療拠点病院
・HIV検査・相談室
・難病相談支援センター
・感染症指定医療機関
・感染症外来協力医療機関
・結核患者収容モデル病室
・結核研究所
・多剤耐性結核専門医療機関
・地方衛生研究所等
・医薬分業推進支援センター
・食肉衛生検査所
・精神科病院
・精神保健福祉センター
・精神科デイ・ケア施設
・精神科救急医療センター

【 設 備 整 備 費 】

・原爆医療施設
・原爆被爆者保健福祉施設
・原爆被爆者健康管理施設

・マンモグラフィ検診実施機関
・エイズ治療拠点病院
・HIV検査・相談室
・難病医療拠点・協力病院
・眼球あっせん機関
・臍帯血バンク
・組織バンク
・末梢血幹細胞採取施設
・感染症指定医療機関
・感染症外来協力医療機関
・結核研究所
・地方衛生研究所等
・医薬分業推進支援センター
・食肉衛生検査所
・と畜場
・市場衛生検査所
・精神科病院
・精神保健福祉センター
・精神科デイ・ケア施設
・精神科救急車
・精神科救急情報センター
・喫煙専用室等の基準適合性を検証する機関

計数編-12


